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３．小型分散エネルギーシステムの導入
欧米を中心に、100 以下のマイクロガスタービンが1998年ごろから、市場に投入

された。このマイクロガスタービンを用いたコージェネレーションは、従来同クラス

の往復式エンジンによるものと比べ、大幅にコストが低減できるとともに、省エネ性

も優れ、小規模分散電源の市場を飛躍的に向上させるポテンシャルを有している。

産業部門においても、従来、自家発電の導入が難しかった中小事業者へ、小型分散

エネルギーシステムの導入が可能になると考えられる。

また、小型分散エネルギーシステムとしては、固体高分子型燃料電池（ＰＥＦＣ）

を用いたコージェネレーションシステムがある。これらは１ 程度の家庭用コージ

ェネとしての開発が進められているが、工場用としては容量が小さいと考えられるた

め、推計からは除外した。

（１）対策の概要

①マイクロガスタービンによるコージェネレーション

マイクロガスタービンの特徴としては、以下の点が挙げられる。

・低コスト：構造がシンプルで、量産体制が確立され低コスト化を実現。

また、メンテナンス費も安価。

・高効率：再生サイクルの採用により、同容量のガスエンジンと同等の発電効率を

達成。

・低ＮＯ 性：希薄予混合燃焼技術によりＮＯ 排出量を抑制

・小型・軽量

代表的なマイクロガスタービンの仕様を表３－１に示す。これらのエンジンと排

熱利用機器を組み合わせたコージェネレーションの開発が行われている。排熱の回

収方式としては、温水による回収、蒸気による回収などが考えられる。また、排ガ

スを直接吸収式冷凍機に投入して、冷水をつくることも可能である。
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表３－１ 代表的なガスタービンの仕様

（出典 「地球を守る環境技術100選 （公害対策同友会）） 」

②燃料電池によるコージェネレーション

固体高分子型燃料電池（ＰＥＦＣ）を用いたコージェネレーションシステムとし

ては、１ 程度の家庭用コージェネとしての開発が進められている。工場用とし

ては、容量が小さいと考えられる。

また、リン酸型燃料電池（ＰＡＦＣ）によるコージェネレーションは、200 ク

ラスが主流であり、既に導入が行われている。

（２）対策の課題

①技術的側面

多数のマイクロガスタービンや小型燃料電池によるコージェネレーションシステ

ムが、既存の高圧・低圧配電系統に系統連系された場合、電圧変動や、高周波など

配電系統の電力品質を悪化する場合があると考えられ、それらの制御、信頼性を維

持する技術が必要である。

また、負荷変動の激しい業種への普及のためには、安価な蓄熱装置、二次電池の

開発が必要と考えられる。

さらに、従来に比べかなりの低騒音化されてきているが、設置場所によっては、

騒音の問題が残る可能性がある。

②経済的側面

コージェネレーション導入のユーザーの最大の関心事は、年間ランニングコスト

がどの程度低減するか、初期投資額（イニシャルコスト）をランニングコストの差

額で何年で償却できるか、償却後機器耐用年数中にどれくらい利益が期待できるか

等の点にある。経済性が大きければ、省エネルギー性や環境性に対する評価が少な

くても導入に関しての意志決定の材料となる。反対に、省エネルギー性や環境性の



12

評価が高くても、経済性の評価が低ければ、導入には至らない。

現在、コージェネレーションシステムの普及傾向は、ある一定の規模以上、また

は、特定の業種に偏っている。これは、ある程度、経済性の優劣が反映した結果で

ある。省エネ機器の大量普及に関しては、政策的支援なしに、市場原理に従った普

及拡大が望ましいのは言うまでもなく、そのためには、多くの規模、用途に適用し

た、経済性の確保が必要となり、本体価格低コスト化、補機類費用低コスト化・パ

ケージ化、エンジニアリング費用低コスト化の課題解決もさることながら、事業者

サイドの環境面に対する価値判断の認識度の向上が望まれている。

③制度的側面

制度面の課題としては、以下のような点があげられる。

・系統連系技術要件ガイドラインの策定（現在ＮＥＤＯで検討中）

・系統連系費用の低減が必要

現在の高圧連系による系統連系接続費用は、約600万円程度となっており、特に

小規模発電については、投資回収年を長期化する要因となっている。

・保守管理の簡略化

保守管理については、電気事業法による電気主任技術者の選任の必要性、法定

定期点検の必要性などの制約が指摘されており、規制緩和、手続きの簡素化が求

められている。

（３）強化対策としての見込み量

契約電力が、50～300 の小規模事業所で、蒸気ボイラーを保有している事業所全

数にマイクロガスタービン・コージェネレーション（ＭＧＴ－ＣＧＳ）が導入された

場合の潜在ポテンシャル量を算定した。

① 生産工程用蒸気ボイラーの設置状況の推計

「石油等消費構造統計表 （通商産業省）に製造業における生産工程用蒸気ボイ」

ラー設置状況が、従業者規模別に掲載されている（表３－２ 。このデータと、工）

業統計表による従業者規模別事業所数（表３－３）との比較により、生産工程用

蒸気ボイラーを設置している事業所の比率を算定することができる（表３－４ 。）
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表３－２ 生産工程用蒸気ボイラー設置事業所数（1995年）

表３－３ 工業統計表による従業者規模別事業所数


